
森林・林業・木材産業に関する主要指標等
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現行森林・林業基本計画に掲げる目標と実績
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天然生林 総蓄積（右軸）

2,510

(1,376)

(104)

(1,026)

資料：林野庁業務資料
注：１）「H29実績」は林野庁「森林資源の現況」（H29.3.31現在）によるもの。

２）育成単層林、育成複層林、天然生林の数値は、現行基本計画に記載
されている10万ha括約。H27括弧書き・H29は１万ha括約。

資料：林野庁「木材需給表」
注：１）その他とは、杭丸太、しいたけ原木、原木輸出等である。

２）四捨五入の関係で、総計と内訳の計は必ずしも一致しない。
３）H21までは、燃料材の区分がなく、「その他」に薪炭用材を計上している。
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• 多面的機能の発揮を図るため、多様で健全な森林へと誘導
• 将来の「指向する状態」に到達するプロセスでの、森林の状態を

目標として設定。

• 令和２年、令和７年における木材の供給量を目標として設定。
• 令和２年、令和７年の木材総需要量を見通した上で、用途別の利

用量を目標として設定。

林産物の供給及び利用に関する目標多面的機能の発揮に関する目標
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森林関係

2

 森林の蓄積の推移
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資料：林野庁「森林資源の現況」
注：1966年は1966年度、1976～2017年は各年3月31日現在の数値。
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 人工林の齢級構成

※林野庁「森林資源の現況」
※S56の13齢級には13齢級以上の人工林を含む。

（齢級）

■ S56 ■ H29

50年生を超える
人工林が50%

（万ha）

以上

 我が国の排出削減、森林吸収量目標

京都議定書
第1約束期間
2008～2012年

京都議定書
第2約束期間
2013～2020年 2021～2030年

日本の
削減
目標

期間平均
6％

1990年度
総排出量比

2020年度
3.8%以上

2005年度
総排出量比

2030年度
26.0%

2013年度
総排出量比

今世紀後半に人為的な
排出と吸収の均衡

地球温暖化
対策計画

2050年までに
80%の温室効果ガス
排出削減を目指す

森林
吸収量
目標

期間平均
3.8%

（同上比）

2020年度
2.7%以上
（同上比）

2030年度
2.0%

（同上比）

間伐面積
造林面積

55万ha
3万ha

52万ha
5万ha

45万ha
7万ha

※１ 我が国は第2約束期間に参加していないが、カンクン合意に基づき、削減目標を条約事務局に登録済
※２ 地球温暖化対策計画等に基づく間伐、造林の必要面積

菅総理 所信表明
2050年までに

温室効果ガスの
排出を全体として

ゼロにする

※１

4,767万
CO2トン

3,800万
CO2トン以上

2,780万
CO2トン

パリ協定（期限無し）

※2 

 近年の山地災害に伴う林野関係被害

※林野庁業務資料
※2020（R2）年は10月1日時点の集計値。
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額

東日本大震災
3,365箇所
1,650億円

７月豪雨
10,477箇所
939億円

熊本地震
2,206箇所
432億円

九州北部豪雨
（福岡県・大分県）

2,649箇所
352億円

北海道胆振
東部地震
410箇所
471億円

7月豪雨
12,663箇所
1,644億円

台風19号
12,148箇所
717億円

台風12号
（紀伊半島豪雨）

6,099箇所
985億円

(H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (R1) (R2)



林業関係①

 国産材供給量の推移

 林業産出額の推移

※農林水産省「林業産出額」
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資料：農林水産省「木材需給表」、林野庁業務資料
※R1の主伐材、間伐材の数値は暫定値。
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 主伐面積と人工造林面積の推移
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※林野庁業務資料（民有林の主伐面積は推定値）

（万ha）

■ 主伐面積 ■ 人工造林面積

 立木販売収入と再造林費用

96 

0 50 100 150 200

造林経費

山元立木価格

下刈り
(86)

植付
(27)

苗木代
(36)

地拵え
(31)

※林野庁業務資料
※山元立木価格はスギ山元立木価格とスギ10齢級平均材積315㎥/ha、造林経費はスギ3000本/ha植栽、下刈５回で試算

（万円/ha）

再造林補助（約７割）を受けた
場合でも、手元に残る収入は
40万円程度

伐採収入では、再造林経費
は捻出できない

造林初期経費 １８０

立木販売収入
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（東京等含まず）
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林業関係②

（万円）

18万円UP
24万円UP

※全産業は民間給与実態調査、林業は林野庁業務資料による推計
※「東京等」とは東京国税局管内

 林業従事者の給与
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1千㎥未満 1千～5千㎥ 5千～1万㎥ 1万㎥以上

資料：農林業センサス（受託又は立木買いにより素材生産を行った林業経営体）

 素材生産事業体の規模別の数・生産量の推移
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 林業の労働災害の状況

資料：労働者死傷病報告（厚生労働省）
注：東日本大震災を原因とするものを除く(H23) 資料：業種別死傷年千人率（厚生労働省）

林業の労働災害発生件数の推移 死傷年千人率の推移

 林業従事者数の推移
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資料：総務省「国勢調査」

注 ：若年者率とは、総数に占める35歳未満の割合

S55 S60 H2 H７ H12 H17 H22 H27



国産材の生産・流通・加工関係①

 丸太生産性の推移（森林組合）

(年度)
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5

 丸太生産量の増加

資料：農林水産省「木材統計調査」
※製材用、合板用、木材チップ用の素材生産量。
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※林野庁「森林組合統計」（主間伐別の素材生産量と労働力投下日数）を基に作成

 林業イノベーションに関する新たな動き

• 特定母樹（エリートツリー等）を活用

し、収穫期間の短縮を図るとともに、

下刈りの削減など低コスト造林に

期待。

従来品種に比べ
２倍の初期成長

従来品種 エリートツリー

• 航空レーザ計測や空中写真で、材

積や本数など詳細な情報を把握。

• 調査に係る手間の大幅削減に期待。

樹冠層

地表面

樹高

• ＡＩが集材木を認識して自動で荷掛

け・搬送・荷下ろしできる架線式グ

ラップルを開発中。

• 集材作業の生産性と安全性の向

上に期待。

航空
レーザ

• レーザ計測や木材検収ソフトを活用し

た生産管理システムの標準化に着手。

• 伐採計画や在庫管理等の生産管理

の効率化に期待。

自動集材機

高度な資源情報

伐採計画等
の作成

森林クラウド

物流
管理

生産管理システム

レーザ計測等による資源情報把握 林業機械の自動化に向けた開発

ＩＣＴ活用による生産・流通管理特定母樹（エリートツリー等）の活用

空中写真レーザ解析



国産材の生産・流通・加工関係②

 丸太の工場直送量の推移

6

工場の規模
（国産原木
消費量）

工場数（原木消費量）

H16 H30

20万㎥～ 0 (0) 9 (235万㎥)

10～20万㎥ 1 (14万㎥) 10 (158万㎥)

1～10万㎥ 11 (28万㎥) 4 (27万㎥)

1万㎥ 275 (13万㎥) 157 (29万㎥)

計 287 (55万㎥) 180 (449万㎥)

工場の規模
（国産原木
消費量）

工場数(原木消費量)

H16 H30

10万㎥～ 0 (0) 16 (265万㎥)

5～10万㎥ 13 (85万㎥) 24 (158万㎥)

1～5万㎥ 194 (403万㎥) 215 (447万㎥)

～1万㎥ 9,213 (659万㎥) 4,327 (386万㎥)

計 9,420 (1,147万㎥) 4,582 (1,256万㎥)

 規模別工場数と原木消費量（推計含む）

資料：林野庁業務資料、農林水産省「木材統計調査」

【合板工場】【製材工場】

 木材の供給量の推移

資料：林野庁「木材需給表」
注：輸入製品には、輸入燃料材を含む。
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1964年
木材輸入
自由化

1973年
総需要量

ピーク

1980年
木材価格

ピーク

1996年
輸入量
ピーク

2002年
木材自給率

最低

現在
(2019年)

37.8％

自給率最低
(2002年）

18.8％

国産材

輸入丸太

輸入製品

木材自給率(右軸）

8,191万m3

19

3,099万m3

※農林水産省「木材流通構造調査」
※「競り売り以外」とは、製材工場等が木材市売市場との間で事前に取り決めた数量・造材方法により伐採現場

や中間土場から直接入荷する場合をいう
※「木材市売市場から製材・合板工場（競り売り以外）」については、H28より調査項目に追加

4,702 4,481 4,786 

540 1,724 1,804 
34 38 3,011 

3,468 2,956 

846 1,705 
8 

49 

0

4,000

8,000

12,000

H23 H28 H30

木材市売市場から合板工場（競り売り以外） 木材市売市場から製材工場（競り売り以外）
素材生産者から木材チップ工場 素材生産者からLVL工場
素材生産者から合単板工場 素材生産者から製材工場

8,287

11,338
10,565

（千㎥）

(年)



木材利用関係①
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8.3

13.1

17.9

26.5
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H22 H30

公共建築物全体
低層の公共建築物

（％）

 公共建築物の木造率

公共建築物のみならず、民間
の非住宅建築物でも木造化・
木質化の事例が増加。

区 分 格付率（％）

製材全体 13%

一般製材 12%

2×4 100%

集成材 95%

合板 91%

 国内生産製品のJAS格付率

資料：農林水産省「木材統計調査（Ｈ２７）」、
農林水産省業務資料
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建築用製材品全
体では50 ％

主に住宅
構造用

 人工乾燥材（KD材）の割合

資料：農林水産省「木材統計調査」

(%)

1,750 

1,372 

81 

7 

0 

7,617 

8,081 

3,803 
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0 10,000

1階
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4～5階
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 階層別・構造別の着工建築物の床面積（2018年）

（千㎡）

4,053 

40,548 

4,478 

10 

0 

546 

6,642 

4,283 

3,071 

11,476 

020,00040,00060,000

中高層建築は
ほぼ非木造

⾮⽊造 ⽊造

住宅 非住宅

低層非住宅建築は鉄骨造
（S造）が圧倒的多数

資料：国土交通省「建築着工統計」（平成30年）より林野庁作成
注：住宅とは居住専用建築物、居住専用準住宅、居住産業併用建築物の合計であり、非住宅とは

これら以外をまとめたものとした。

マクドナルド五条桂店（京都府）

Gビル自由が丘01 B館（東京都）

(Nacása & Partners Inc.提供)

資料：国土交通省「建築着工統計」より林野庁作成
※延べ床面積ベースで算出

資料：「木造軸組工法住宅における国産材利用の実態調査報告書」（一般社団法人日本木造住宅産業協会）

柱材 横架材 土台等 羽柄材
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平成26年度
（一戸当たり木材平均使用量 24.0m3、国産材使用割合約35%)

平成29年度
（一戸当たり木材平均使用量 24.4m3 、国産材使用割合約48%)

 木造軸組住宅の部材別木材使用割合（ハウスメーカー）

※毎年各省庁から報告される国が整備した公
共建築物について、積極的に木造化を促進
するとされている低層のもののうち木造化が
困難であったものを除いた木造化率は、約9
割（H30年度：棟数ベース）。



木材利用関係②
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8

 燃料材消費量と木質バイオマス発電の発電量の推移
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資料：林野庁「木材需給表」（燃料材）、資源エネルギー庁「固定価格買取制度 情報公表用
ウェブサイト」

注１：燃料材消費量は、国内で消費されたものの数量であり、輸出分は含まない。
注２：発電量は、未利用木質、一般木質・農産物残さを使用する発電所の発電量。

資料：財務省「貿易統計」

 国産材輸出額の推移

※ 関係省庁、都道府県による調査結果等に基づき内閣官房で集計

 令和元年度には全都道府県に
おいてCLTを活用した建築物
の整備が実現。

 CLT（マザーボード）の価格は、
近年、15万円/㎥程度で推移し

てきたところ、令和元年度以降
は14万円/㎥程度が相場。
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主な輸出先国（左）
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■ 米国
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■ フィリピン
■ 中国

品目（右）
■その他
■ 建築木工品
■ 合板等
■ 製材
■ 丸太

H27 H28 H29 H30 R1 R2

丸太輸出額 94 85 137 148 147 163

うち中国向け 57 56 103 115 119 130

（億円）

これまでに、スギ・ヒ
ノキ製材品等を利用
したモデル住宅を中
国大連で２棟、東莞
で１棟建設し、日本
式木造建築の普及
活動を実施。

東莞のモデル住宅

 木質耐火部材を活用した耐火建築物の事例

高い耐火性能等が求められる都市部の中高層建築物等における木材利用を
拡大するため、木質耐火部材等の開発・普及を実施。当該部材を活用した建
築物の事例が増加。

フラットウッズ木場
（東京都江東区）

木造+RC造 12階建て

PARK WOOD高森
（宮城県仙台市）

木造+S造 10階建て

木質耐火部材の事例
（燃え止まり型）

【木質耐火部材を用いた建築物の事例】

東京発条製作所本社ビル

（東京都大田区）
木造+S造＋SRC造 ６階建て


